
 

「清流の国ぎふ」創生総合戦略について 

 

 

Ⅰ 「清流の国ぎふ」創生総合戦略（2023～2027 年度） の概要 

  

 ＜「清流の国ぎふ」創生総合戦略とは＞ 

○本県の中長期的な施策の方向性を示す最上位の総合計画 

○現行戦略は、今後１０年間の展望を踏まえたＲ５年度からＲ９年度までの５年間の政策の 

方向性を示す戦略として、Ｒ５．３に策定 

○「人づくり」、「地域づくり」、「魅力と活力づくり」の３本柱で構成し、それぞれの目標の達成 

度合いをはかる成果指標や、個別施策の KPI を設定 

○県の総合計画だけではなく、「まち・ひと・しごと創生法」に基づく「地方版総合戦略」として 

も位置付け 

 

Ⅱ 「清流の国ぎふ」創生総合戦略における主な取組状況（令和７年３月時点） 

 

＜戦略のフォローアップ＞ 

  ○「岐阜県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例」に基づき、前年度の実施状況、 

   数値目標の達成状況等をとりまとめた「実施状況報告書」を６月議会に提出するなど、毎年 

度フォローアップを実施 
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Ⅰ 「清流の国ぎふ」創生総合戦略（2023～2027 年度）の概要 
 

 

 

① 地域や企業等と連携したふるさと教育の展開 

  小学校、中学校、高等学校の各教育段階に応じたふるさと教育を展開します。 

② 地域の声を反映した産業教育の展開 
  産学官が連携し、地域を支える企業や仕事の魅力を伝え、自分が地域で活躍するイメージが持てる教育

を推進します。 

③ 幼児期から高等教育まで切れ目のない教育の展開 
  幼稚園、保育所、認定こども園等と小学校が連携し、幼児教育から小学校教育への円滑な接続を図ります。 

④ 学校教育と社会教育との連携 

  高等学校、大学、企業、ＮＰＯが連携し、リカレント教育・生涯学習といった社会人の学ぶ機会を充実します。 

 

 

① デジタル社会に対応した教育の展開 
  デジタルリテラシーや情報モラルの向上等デジタル社会に必要な基礎力の育成を推進します。 

② ＳＤＧｓを推進する教育の展開 

  気候変動、エネルギー問題、ジェンダー、貧困・格差など現代社会における地球規模の課題を自らの問題

として主体的に捉え、課題解決につなげる探究的な学びの充実を図ります。 

③ グローバル社会に対応した教育の展開 
  小学校、中学校、高等学校で一貫した英語力の強化に加え、国際的視野をもって社会課題を解決する能

力の育成を強化します。 

 

 
① 性差に関わらず活躍できる社会の確立 
  性別に関わらず家事、育児、介護等への参画ができ、誰もが活躍できる社会づくりを推進します。                                        

② 障がいのある人もない人も共に活躍できる社会の確立 
  障がい者の生活から就労、職場定着まで、一貫した支援に取り組みます。 

③ 外国籍の方も活躍できる社会の確立 

  外国人県民が、地域で安全・安心に暮らすことができる受入体制の整備や地域における円滑なコミュニ

ケーションづくりに取り組みます。 

④ 若者から高齢者まで年齢に関わらず活躍できる社会の確立 
  県民一人ひとりが、地域活動や経済活動など複数の場面で活躍できる環境づくりを推進します。 

 
 

※左のアイコンは、ＳＤＧｓ（国連サミット

で採択された国際社会全体の17の開発目

標）のうち、本項目に関連のあるものを示

しています。（以下、同じ。） 

（1）未来を支える人 

（２）未来を創る人 

（３）誰もがともに活躍できる共創社会 
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① 感染症に強い地域づくり 
  新型コロナウイルス感染症の教訓から学び、次なる感染症危機に備えた、保健・医療体制の構築を図ります。 

② 医療・介護・子育てを支える人材の育成・確保 

  医師の総数の確保を図りつつ、地域や診療科の偏在の解消に向けた取組みを進めるとともに、かかりつ

け医の確保など地域における適切な外来医療提供体制の構築を図ります。 

  介護や子育てを支える人材などを育成・確保するとともに、負担軽減や処遇改善など魅力的な職場環境

づくりを推進します。 

③ 子どもを産み育てやすい地域づくり 
  結婚から妊娠・出産、子育てまで切れ目のない施策を、経済的な支援を含め総合的に展開するとともに、

地域を挙げた子育て支援を推進します。 

  「こども家庭センター」の設置を促進し、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの包括的な支援体制を構築し

ます。 

④ 医療・介護サービスの充実 
  介護ロボットの導入やＩＣＴ技術等の活用により質の高いケアの提供を推進します。 

⑤ 全世代の生きがい・健康づくり 
  データヘルスの活用により、科学的根拠に基づく効果的な予防・健康づくりを推進します。 

 

① 貧困からの脱却支援  
  医療、福祉、就労、教育分野が連携した総合的な支援を、地域の協力も得ながら推進するとともに、貧困

に陥らないような支援を推進します。 

② 虐待・家庭内暴力の防止と被害者の支援 
  児童虐待の相談体制を強化するとともに、発生予防から早期発見・早期対応、自立支援に至るまでのき

め細かな支援体制の充実を図ります。 

③ 孤独・孤立対策の推進 
  孤独を感じ社会的に孤立する方々に、必要な支援を的確に行き届かせ、誰一人取り残されない社会を実

現するよう、分野横断的な対策を推進します。 

④ 雇用・企業活動の維持再生 

  雇用のミスマッチの解消、離職者の再就職、就職氷河期世代の就労、多様な働き方への支援など雇用維

持・人材確保を図ります。 

  中小企業・小規模事業者の持続可能な経営に向け、事業承継や資金調達の円滑化への支援などの取組

みを推進します。 

⑤ 犯罪・交通事故防止の推進 
  日々手口が変化する犯罪に対応するとともに、今後も増加が見込まれる高齢者が関係する犯罪・事故に

適切に対処するなど総合的な対策を推進します。 

⑥ 災害と危機事案に強い岐阜県づくり 
  自然災害等から県民の命を守る予防対策の充実や速やかな応急復旧を図る体制づくりなど防災・危機

管理体制のさらなる強化を推進します。 

（１）健やかに暮らせる地域 

（２）安らかに暮らせる地域 
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① 地域を支援する人材の育成・確保 
  地域の課題を解決するため、アドバイザーの派遣などにより地域コミュニティの活性化を図るとともに、

地域おこし協力隊の活動や定住に向けた支援を促進します。 

② 新次元の地方分散に向けた環境整備 

  都市から地方への人の流れを加速するため、市町村等との連携のもと、本県の魅力の情報発信や、仕事、

住居、子育てなど生活面での各種支援を展開することで、移住定住や二地域居住の促進、関係人口の創

出・拡大を図ります。 

  デジタル化の進展による働き方の変容を捉えた、サテライトオフィスの誘致推進、県外からの産業人材の

確保、農村・観光地・県営都市公園等を活用したワーケーションの推進などに取り組みます。 

③ 地域公共交通体系など生活サービスの再編・効率化 

  輸送資源の総動員による移動手段の確保や新モビリティサービスを活用したＤＸの促進等により、地域

公共交通の維持・確保、活性化を図ります。 

④ 行政のデジタル化の推進 
  行政手続のオンライン化、デジタル技術やデータの利活用等による業務の最適化、高度なセキュリティ対

策により、人口減少・少子高齢化に対応した利便性・効率性・安全性の高い持続可能な行政の実現に取り

組みます。 

  市町村のデジタル技術の活用による地域課題解決に向けた取組み、基幹業務システムの標準化への着

実な移行を支援します。 

⑤ 行政サービスの連携・横断的な実施 
  行政、企業、大学、地域住民などあらゆる主体が連携するとともに、地域の枠を越えて広域的に行政課題

に取り組む体制を構築します。 

⑥ 生活を支えるインフラの整備 
  地域に関わらずデジタルの恩恵を享受できる環境の整備や、電動車の利便性向上のための水素充てん

設備の導入支援など次世代の暮らしを見据えたインフラの整備を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）誰もが暮らしやすい地域 
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① 「清流の国ぎふ」の文化・芸術の創造・伝承・発信 
  「『清流の国ぎふ』文化祭 2024」などを契機とし、域内外との交流の拡大を図るほか、観光、まちづくり、

産業、国際交流、福祉、教育などの各分野と連携して「清流文化」の創造・伝承・発信に取り組みます。 

②「脱炭素社会ぎふ」の実現 
  温室効果ガス排出量が実質ゼロで、気候変動に適応した持続可能な社会である「脱炭素社会ぎふ」の実

現に向け、気候変動の緩和策と適応策を両輪とした取組みを推進します。 

  二酸化炭素吸収源としての森林の活用に向けて、適切な森林づくりの推進に加え、本県独自の森林吸収

クレジット制度の構築を図ります。 

③ 美しく豊かな環境の保全・継承 
  世界農業遺産「清流長良川の鮎(長良川システム)」の持続的な発展に向けた取組みや自然と共生した川

づくりを推進します。 

④ 「スポーツ立県・ぎふ」の推進 

  全ての県民がスポーツを通じて健康と生きがいを得られるよう、地域でスポーツを支える人材の育成や、

少年団や学校部活動と総合型地域スポーツクラブとの連携強化に取り組むとともに、障がい者の活躍を

広げるパラスポーツや、広く県民が参加できる「ミナレク運動」を推進します。 

⑤ 「『清流の国ぎふ』ブランド」づくり 
  デザイナーや専門家の助言、テストマーケティングを通じて、商品開発やブラッシュアップを行い、ブラン

ド力の向上を図ります。 

 

 

① 産業を支える人材の育成・確保 
  産学金官が連携し、生徒・学生の県内定着促進による人材確保を強化するとともに、リスキリング等を通

じて成長産業分野を担う人材やイノベーション創出につながる人材の育成を重点的に推進します。 

② ＤＸによる産業活性化 

  中小企業・小規模事業者等のデジタル技術の活用による業務効率化・自動化に向けた設備導入など生産

性向上・競争力強化、ビジネス変革に向けた支援を充実します。 

③ 県内産業の活力の強化と新事業展開の推進 
  地場産業をはじめとする県内産業の競争力強化を図るため、中小企業・小規模事業者の生産性向上に

向けた設備投資や技術力向上、事業転換、新商品開発、販路拡大を支援します。 

  自動車産業の電動化対応、ドローン開発への参入支援、産学金官連携によるスタートアップの創出など

産業の新たな活力創出に向けた取組みを推進します。 

④ 世界に選ばれる持続可能な観光地域づくり 
  観光地域づくり法人（ＤＭＯ）をはじめ、地域が行う本県の自然や歴史、文化といった魅力ある地域資源

の保全と、観光消費拡大に向けた地域資源の観光活用への取組みを支援するなど持続可能な観光地域

づくりを推進します。 

（１）地域の魅力・清流文化の創造・伝承・発信 

（２）次世代を見据えた産業の振興 
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⑤ 産業を支える広域ネットワーク・インフラの整備 
  「岐阜県リニア中央新幹線活用戦略」に基づき、リニア中央新幹線開業を見据えた、観光・産業振興や基

盤整備などリニアを活用した地域づくりを戦略的に推進します。 

 

 

 

 

① 農林畜水産業を支える人材の育成・確保  
  産業や業種の特性に応じて産業の中核となる人材を育成するとともに、担い手の高齢化の状況に鑑み、

若者の新規就業を促す取組みを推進します。 

② 「未来を支える農業・農村づくり」の推進 
  安全・安心な農畜水産物の生産拡大と食料安全保障の強化に資する安定供給、地域ぐるみで取り組む

地産地消など食を支える持続可能な農畜水産業の実現に取り組みます。 

③ 「未来を支える森林づくり」の推進 
  100 年先を見据えた望ましい森林の再配置に向けた多様な森林整備の推進や森林の多面的利用を促

進するとともに、適切な伐採と再造林の促進により持続的な森林資源の確保を図ります。 

  

（３）農林畜水産業の活性化 
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＜成果指標＞ 

１ 「清流の国ぎふ」を支える人づくり 

○ 県内高校生及び県出身大学生 

  の県内就職率  

54.0％(2021年度)  

   →  66.0％(2027年度) 

○ 地域や社会をよくするために 

何をすべきか考えたことがある 

児童生徒の割合     

小学校   52.0％  →  58.5％ 

中学校   43.6％   →   53.1％ 

高等学校 41.5％   →  50.0％ 

（2022年度）      (2027 年度） 

○ 労働力率 

  （15歳以上人口に占める労働力人口） 

62.8％(2020年)  

   →  64.4％(2025年) 

２ 健やかで安らかな地域づくり 

○ 合計特殊出生率  1.40 (2021 年) 

→  1.80 (2030 年) 

○ 子どもの貧困率  7.2％(2018年度)  

   →  5.5％(2027年度) 

○ 健康寿命の延伸 

（日常生活に制限のない期間） 

 

男性 73.08歳、女性76.18歳(2019年) 

→ 平均寿命の増加分を上回る 

健康寿命の増加  (2025年)  

○ くらしの満足度 

（「十分満足」「おおむね満足」の割合）  

49.1％（2022年度） 

   →  53.7％(2027年度) 

３ 地域にあふれる魅力と活力づくり 

○ 温室効果ガス総排出量 1,878万 t-CO2(2013 年度)  

→  980万 t-CO2(2030 年度) 

○ 一人当たり県民所得  303.5万円（2019年度） 

   →  330万円(2027年度) 

○ 観光消費額  1,721 億円（2021年） 

   →  3,600 億円(2027年) 

 
 



 
 

 １ 「清流の国ぎふ」を支える人づくり ２ 健やかで安らかな地域づくり ３ 地域にあふれる魅力と活力づくり 

実 

 

施 

 

状 

 

況 

（１）未来を支える人 

ＫＰＩ 実績値 
(単年度目標値) 

単年度目標

達成率 

インターンシップを実施した県立高等学校数 
（2022年度：58校） 

62校 
（62校） 

１００％ 

県内高校生の技能検定受検者数 
（2021年度：692人） 

1,404人 
（1,417人） 

９９％ 

幼児教育施設の教職員、保育士等との合同研修を実施
した小学校の割合（2023年度：60.1％） 

66.2％ 
（65.0％） 

１２４％ 

（ＫＰＩの達成状況を踏まえた今後の取組） 

○ 若年者の技能向上・研鑽を支援するため、技能検定実技試験手数料について、

県独自の支援として、国の減免対象外となる２５歳未満の２級受検者を対象に

減免措置を継続する。 

（２）未来を創る人 

ＫＰＩ 実績値 
(単年度目標値) 

単年度目標

達成率 

学生向けデジタルスキル研修受講者数 
（2021年度：0人） 

231人 
（100人） 

２３１％ 

日本語指導が必要な外国人生徒のうち、就職または高
等学校等へ進学した生徒の割合（2022年度：80.4％） 

81.4% 
（85.0％） 

２２％ 

（ＫＰＩの達成状況を踏まえた今後の取組） 

○ 散在地域をはじめとした日本語指導や適応指導が必要な児童生徒が在籍する学

校に対して、外国人児童生徒適応指導員の派遣を通して支援を継続する。 

（３）誰もがともに活躍できる共創社会 

ＫＰＩ 実績値 
(単年度目標値) 

単年度目標

達成率 

男性の育児休業取得率 
（2023年度：36.6％） 

43.7%
（40.0%） 

２０９％ 

県内民間企業の障がい者実雇用率 
（2022年：2.35％） 

2.53%
（2.48%） 

１３８％ 

「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進エクセレント
企業」認定数（2023年度：198社） 

210社 
（220社） 

５５％ 

（ＫＰＩの達成状況を踏まえた今後の取組） 

○ 「エクセレント企業認定制度」の周知を図るとともに、認定企業に対するブラ

ッシュアップを行い、「仕事と家庭の両立支援」や「女性の活躍推進」に向けた

取組を推進する。 

（１）健やかに暮らせる地域 

ＫＰＩ 実績値 
(単年度目標値) 

単年度目標

達成率 
「岐阜県医学生修学資金貸付制度」貸付者数 
（2008～21年度累計：492人） 

582人 
（594人） 

８８％ 

おみサポ、コンサポによる成婚報告数 
（2015～18年度累計：179組） 

440組 
（450組） 

９６％ 

在宅療養支援診療所数 
（2022年度：274施設） 

290施設 
（282施設） 

２００％ 

（ＫＰＩの達成状況を踏まえた今後の取組） 

○ 「岐阜県医学生修学資金貸付制度」の貸付者増加のため、全国の医学部設置大

学や県内高等学校、周辺県の高等学校に対して、制度の周知を行うとともに、

貸与中の医学生及び制度を利用した医師に対するフォローアップとして定期的

な面談を実施し、制度からの離脱防止を図る。 

○ メタバースを活用したイベントなど、魅力的な婚活イベントを開催し、女性会

員の増加につなげていく。 

（２）安らかに暮らせる地域 

ＫＰＩ 実績値 
(単年度目標値) 

単年度目標

達成率 
重層的支援体制整備事業を実施している市町村数
（2023年度：2） 

6 
（5） 

１３３％ 

交通事故死者数 
（2022年：75人） 

70人 
（60人） 

３３％ 

女性等の視点を踏まえたモデルとなる避難所の整備
を行った市町村数（2022年度：0） 

36 
（42） 

８６％ 

（ＫＰＩの達成状況を踏まえた今後の取組） 

○ 交通事故の減少に向け、交通事故分析結果に基づく交通事故抑止対策を推進す

る。 

○ 女性等の視点を踏まえたモデル避難所が未整備の市町村に対し、市町村防災ア

ドバイザーチームによる個別訪問などを通じ、整備事例の横展開を図りながら

整備を促進する。 

（３）誰もが暮らしやすい地域 

ＫＰＩ 実績値 
(単年度目標値) 

単年度目標

達成率 
移住者数 
（2019～21年度累計：4,946人） 

1,792人 
(1,600人) 

１１２％ 

オンライン化する行政手続数（2021年度：1,243手続） 
2,317手続 

（2,313手続） 
１００％ 

新技術の活用による社会インフラの点検数（道路、河
川、砂防施設の（試行）点検において、5年間に新技術
を活用した施設累計）（2020年度：48箇所） 

259箇所 
（210箇所） 

１２３％ 

 

（１） 地域の魅力・清流文化の創造・伝承・発信 

ＫＰＩ 実績値 
(単年度目標値) 

単年度目標

達成率 
県有文化施設（美術館・博物館・現代陶芸美術館）の
利用者数（2021年度：196,560人） 

462,696人 
（303,282人） 

２４９％ 

木質バイオマス利用量（燃料用途） 
（2020年度：128千㎥） 

145千㎥% 
(154千㎥) 

６５％ 

ぎふ清流ＧＡＰ実践率 
（2019年度：0％） 

27.1% 
（25.0%） 

１０８％ 

（ＫＰＩの達成状況を踏まえた今後の取組） 

○ 未利用材の地産地消を支援するほか、木質バイオマスエネルギーの需要増大を受

け、燃料材主体であっても収益が期待できる多様な森林づくり（エネルギーの森）

を実現するため、新たに県内でその実証や整備に取り組む事業者を支援する。 

（２） 次世代を見据えた産業の振興 

ＫＰＩ 実績値 
(単年度目標値) 

単年度目標

達成率 
プロフェッショナル人材の県内企業への就業件数
（2017～21年度累計：1,047件） 

647件 
（460件） 

１４１％ 

ロールモデルとなるスタートアップ支援件数 
（2022年度：0件） 

61件 
（40件） 

１５３％ 

外国人延べ宿泊者数 
（2021年度：3万人） 

231万人 
(120万人) 

１９５％ 

（３） 農林畜水産業の活性化 

ＫＰＩ 実績値 
(単年度目標値) 

単年度目標

達成率 
スマート農業技術導入経営体数 
（2021年度：418経営体） 

562経営体 
(550経営体) 

１０９％ 

地産地消率 
（2021年度：48.0％） 

40.8％ 
（51.0％） 

０％ 

県内における県産材需要量 
（2020年度：425千㎥） 

443千㎥ 
（493千㎥） 

２６％ 

（ＫＰＩの達成状況を踏まえた今後の取組） 
○ 地産地消ぎふ応援団の募集、地産地消フェアや「岐阜県農業フェスティバル」の

開催等に一層取り組む。また、地産地消ぎふ応援団での食農キャラバンや、デジ

タルスタンプラリーの実施及び食農体験イベント等の開催を強化する。 

○ 県産材需要量を増加させるため、２０２５年度から国の補助金等を受けている住

宅も補助対象とすることで、県産材住宅の建設支援を拡充するとともに、ぎふの

木で家づくり協力工務店の拡大を進める。 

    
    

成

果

指

標 

成果指標 基準値 実績値 目標値 

県内高校生及び県出身大学生の県内就
職率 

54.0% 
(2021 年度) 

50.9% 
(2023 年度) 

66.0% 
(2027 年度) 

地域や社会をよくするため
に何をすべきか考えたこと
がある児童生徒の割合 

小学校 
52.0％ 

(2022 年度) 
84.6％ 

(2024 年度) 
58.5％ 

(2027 年度) 

中学校 
43.6％ 

(2022 年度) 

78.8％ 

(2024 年度) 

53.1％ 

(2027 年度) 

高等学校 
41.5％ 

(2022 年度) 

45.5％ 

(2024 年度) 

50.0％ 

(2027 年度) 

労働力率（15歳以上人口に占める労働力
人口） 

62.8％ 

(2020年) 
－ 

64.4％ 

(2025年) 
 

成果指標 基準値 実績値 目標値 

合計特殊出生率 
1.4 

(2021年) 
1.27 

(2024年) 
1.80 

(2030年) 

子どもの貧困率 
7.2％ 

(2018 年度) 
6.7 

(2023 年度) 
5.5 

(2027 年度) 

健康寿命(日常生活に制限の
ない期間) 

男性 
73.08歳 
(2019年) 

－ 
平均寿命の

増加分を上

回る健康寿

命の増加 

(2025年) 
女性 

76.18歳 
(2019年) 

－ 

くらしの満足度（「十分満足」「おおむね
満足」の割合） 

49.1 

(2022 年度) 

45.7 

(2024 年度) 

53.7 

(2027 年度) 
 

成果指標 基準値 実績値 目標値 

温室効果ガス総排出量 
1,878万 t-Co2 
(2013 年度) 

－ 
980万 t-Co2 

(2030 年度) 

１人当たり県民所得 
303.5万円 
(2019 年度) 

－ 
330万円 

(2027 年度) 

観光消費額 
1,721億円 
(2021年) 

3,044億円 
(2023年) 

3,600億円 
(2027年) 

 

   
                                  

 

Ⅱ 「清流の国ぎふ」創生総合戦略における主な取組状況（令和７年３月時点） 
※令和６年度「清流の国ぎふ」創生総合戦略実施状況報告書から抜粋 


